
宝塚市が発注する業務委託契約に係る労働環境の確認に関する試行要綱  
（目的）  

第１条 この要綱は、宝塚市（以下「市」という。）が発注する業務委託に係る契約に
ついて、契約の受注者（以下「受注者」という。）に労働環境に係る報告を求め、そ

の内容を確認することにより、受注者の被用者に係る労働環境に配慮した調達を推進

し、もって契約の適正な履行の確保を図ることを目的とする。  
（確認の対象となる契約）  

第２条 労働環境の確認を行う契約（以下「確認対象契約」という。）は、清掃、植栽
等の剪定、警備（機械警備を除く。）、施設管理・受付及び車両運行管理に係る業務委託

契約とする。ただし、市長が、契約の内容、相手方等により労働環境の確認を行う必

要がないと認めるときは、この限りでない。  
（労働環境の確認基準）  

第３条 労働環境は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和
４７年法律第５７号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）その他の関係法令

を基準として確認するものとする。  
（労働環境の確認方法）  

第４条 受注者は、市と確認対象契約を締結したときは、当該契約締結日の翌日から起
算して６週間以内に労働環境報告書を市長に提出しなければならない。ただし、下請

業者が確定しない場合その他の提出期限までに労働環境報告書を提出できないこと

につきやむを得ない事情があると認められる場合は、その事情を勘案し、市長が別に

定める期日までに提出するものとする。 
２ 受注者は、確認対象契約に係る業務が完了したときは、当該業務が完了した日の属
する月の翌月１４日までに労働環境報告書を市長に提出しなければならない。  

３ 受注者は、確認対象契約が長期継続契約であるときは、各年度の末日の翌日から起
算して１４日以内に労働環境報告書を市長に提出しなければならない。 

４ 前３項の労働環境報告書の様式は、別記様式に定めるところによる。 
５ 市長は、第１項から第３項までの規定により労働環境報告書の提出があったときは、
その内容を確認し、当該確認対象契約に係る契約書とともに保存するものとする。  
（労働環境報告書に関する調査等）  

第５条 市長は、受注者から提出された労働環境報告書の内容につき必要があると認め
るときは、当該受注者に係る労働環境について調査を行うものとする。  

２ 市長は、前項の規定による調査により、労働環境が第３条に規定する基準に適合し
ないと認められるときは、受注者に対して労働環境の改善を指示するものとする。 

３ 前項の規定により労働環境の改善の指示を受けた受注者は、速やかに労働環境を改
善し、市長に改善報告書を提出しなければならない。  



（入札参加者への周知）  
第６条 市長は、確認対象契約につき、この要綱が適用される旨を、一般競争入札につ
いては公告文に、指名競争入札については契約条件の留意事項にそれぞれ記載し、周

知するものとする。  
（補則）  
第７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別
に定める。  
附 則  

（施行期日） 
１ この要綱は、平成３０年２月１日から施行する。  （経過措置） 
２ この要綱の規定は、施行日以後に契約を締結した契約について適用し、同日前に締
結した契約については、なお、従前の例による。   


